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第２回国土交通省独立行政法人評価委員会 

奄美群島振興開発奄美基金分科会 

平成１６年９月７日 

 

 

【内田特別地域振興課長】  それでは、定刻となりましたので、ただいまから第２回国

土交通省独立行政法人評価委員会奄美群島振興開発奄美基金分科会を開会いたします。 

 本日は委員の皆様方にはご多忙の中をお集まりいただきまして、まことにありがとうご

ざいます。特別地域振興課長の内田でございます。 

 議事に入らせていただく前に、前回欠席された委員の方をご紹介させていただきます。

東邦学園大学経営学部助教授の後委員でございます。横浜国立大学大学院国際社会科学研

究科長の来生委員でございます。なお、高木委員、永田委員はご都合により本日ご欠席で

ございます。また、重信委員はご出席の予定でございましたが、一昨日と昨日、奄美群島

周辺の飛行機が全便欠航ということで、残念ながら本日ご出席できないということでござ

います。 

 また、あらかじめお断りいたしますが、本来であれば奄美基金の理事長も本日出席する

予定でございましたけれども、同様の事情で本日ここに間に合わないということでござい

ますので、ご了解いただきたいと思います。 

 本日は、委員８名のうち５名のご出席をいただいておりますので、国土交通省独立行政

法人評価委員会令に規定する定足数でございます過半数の出席要件を満たしておりますこ

とを、まずご報告させていただきます。 

 また、今回は国土交通省の独立行政法人評価委員会の事務局から木場政策評価官も出席

しております。また、奄美基金からは理事長にかわりまして平井主幹が出席しております。 

 次に、お手元の資料でございますが、一番上に議事次第、次に座席表がございまして、

委員名簿、配付資料一覧と続きまして、資料１といたしまして、議事（１）の中期目標（案）・

中期計画（案）に関する資料でございます。資料２といたしまして、議事（２）、業務方法

書（案）に関する資料がございます。資料３といたしまして、議事（３）、役員に対する報

酬等の支給基準（案）に関する資料がございます。資料４は議事（４）、償還計画（案）に

関する資料をおつけしてございます。これらはいずれも本分科会の審議結果をもとに、国

土交通大臣へ意見具申することとされているものでございます。 



 -2-

 それでは、議事に進ませていただきたいと思います。高橋分科会長、よろしくお願いい

たします。 

【高橋分科会長】  本日は委員の皆様方にはご多忙の中をお集まりいただきまして、大

変ありがとうございます。私も先日、奄美のほうに行きまして、台風で帰ってこられなか

ったという経験がありますので、きょうのご欠席の方々については大変同情しております。

よろしくお願いをいたしたいと思います。 

 それでは、早速ですが、本日の議題に入らせていただきたいと思います。まずは、議事

（１）の中期目標（案）、中期計画（案）につきまして、事務局からご説明いただきたいと

思います。 

【内田特別地域振興課長】  それでは、事務局を代表いたしまして、私からご説明させ

ていただきます。資料１－１をごらんいただきたいと思います。これは前回、お出しいた

しました中期目標（案）、中期計画（案）からの変更点を見え消しの形でお示ししたもので

ございます。これに基づきまして、主に変更点を中心にご説明をさせていただきたいと思

います。 

 まず、前文の関係でございますが、一部修正してございます。基本的にはやや表現を簡

潔にして、短くしたということでございまして、趣旨は全く変わってございません。あく

までも、この奄美基金は奄美群島振興開発特別措置法に基づき設立された計画に基づき、

事業に必要な資金を供給すること等で、一般の金融機関が行う金融を補完し、または奨励

することを目的とするという法人だという、その法人の位置づけを歴史的経緯等も含めて

記載したところでございます。表現上の問題とご理解いただければと思います。 

 前文につきましての修正点はこれだけでございます。 

 次に、１ページめくっていただきまして、２ページでございます。中期目標の期間は、

これは法律で定められておりますので変更はございません。 

 目標の第２の業務運営の効率化に関する事項の１、業務運営体制の効率化の部分でござ

います。従来、人員と書いてございました削減のところを定員と修正しました。これは表

現の適正化ということでございます。定員を設立時に２名削減するという、正確な表現に

直したということでございます。 

 また、金融機関としての質的向上を図るため、職員の能力向上に努めるという部分でご

ざいますが、前回、高橋分科会長からご指摘をいただきまして、中期目標と中期計画の関

係をはっきりさせるために、中期目標は能力向上に努めるとして、そのために研修を行う
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ということを中期計画に記載すべきではないかというご指摘をいただきましたので、その

ような趣旨で表現を改めたものでございます。 

 また、中期計画の部分でございますが、ちょうど真ん中ぐらいに、「あわせて、コスト縮

減を図る観点から」という表現を入れてございます。これは内容をはっきりさせるために

入れさせていただいたものでございます。 

 中期目標をちょっと見ていただきたいと思います。「さらに」以下に、「保証業務及び融

資業務に係る自己評価を実施し、業務運営に反映させる」という項目が新たに入ってござ

いますが、これは前回の中期目標の４の、次のページのところにございますが、評価・点

検の実施という１項目を立てて記載していた部分でございます。 

 前回お出ししたときには、「総務省の「政府金融機関等による公的資金の供給に関する政

策評価書」等を参考にしつつ、自己評価を行い、業務運営に反映させる」という記載をし

てございましたが、この政策評価書自体がかなり大規模な政策金融機関を対象にしている

ということで、奄美基金のような小さなものであれば、それなりの評価の仕方もあるだろ

うということでございますので、奄美基金に即した自己評価を実施するという意味で、表

現を簡潔にした上、さらにそういうことであれば１項目立てる必要もないということで、

業務運営体制の効率化の中に織りこんだものでございます。これを受けて、計画の記載内

容につきましては、前回の項目を立てて書いていたものを基本的にはこちらへ移したこと

となってございます。 

 次に、第２の事業費の削減というのを前回は検討中ということで、項目立てはしてござ

いましたけれども、この点につきましては、やはり金融機関であります奄美基金の場合は、

事業費という概念をどうとらえるかという問題がございました。事業費といいますと、一

般管理費プラス、いわゆる資金調達コストのような概念になるわけですが、実態といたし

まして奄美基金の場合は、特別転貸債という形で資金調達をしてあります。したがって、

金利等につきましても、奄美基金自身の努力ということによって削減することはなかなか

困難ということもございます。 

 こういったことを踏まえて検討いたしまして、結局、奄美基金における事業費というの

は一般管理費の削減目標を立てることで、ほぼ全体がカバーできるのではないかというこ

とになりまして、その結果として一般管理費のみの削減を目標として立て、事業費は特別

に項目を立てないということにいたしてございます。 

 次に、一般管理費の削減の項目でございます。これは前回、数字を抜いた形でお示しし
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てございましたけれども、各独立行政法人共通の考え方でございます５年間で１５％とい

うところに沿いまして、奄美基金につきましても目標期間が４年半ということを踏まえて、

１３％以上に相当する額を削減するという形で数値を入れ込ませていただいております。 

 次に、第３の国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項の部

分でございます。まず、第１の保証業務に関しまして、目標のところでは全く変更がござ

いません。計画の部分で一部変更をしてございますが、これも前回、高橋分科会長からご

指摘をいただきました。目標として８割以上を処理するとするのであれば、その目標を達

成するために何をするのかという書き方をするのが計画の記載方法ではないかというご指

摘をいただきましたので、そのご趣旨に沿いまして、計画では、その期間内に案件の８割

以上処理するため、実行する項目について記載するという形で表現を改めさせていただい

たものでございます。 

 次に、（２）の適切な保証条件の設定のところでございます。これにつきましては、前回

も適切な条件設定を行うという趣旨の記載をさせていただいておりますが、中期計画のほ

うでこれに加えまして、当初だけではなく、当然に定期的な点検を行って、それを見直し

ていくということが必要だということで、「なお」という形で、「保証条件については、定

期的な点検を行いつつ、奄美群島における経済情勢、他の機関が行う保証制度の状況等を

勘案し、適時適切な条件設定の見直しを行う」というのを加えさせていただいております。

それ以下は前回のとおりでございます。 

 ２番目の融資業務のところでございますが、融資業務につきましても全く同様でござい

ます。保証業務と同様の修正を中期計画のところでさせていただいてございます。 

 ３番目の保証業務、融資業務共通事項のところでございます。これは（１）の部分は前

回お示ししたものと全く同様でございます。（２）の利用者ニーズの把握及び業務への反映

のところで、中期計画の欄でございますけれども、何のためにするのかということをはっ

きりさせ、これも高橋分科会長のご指摘をいただいたところでございますが、「資金需要等

に関する利用者ニーズを把握するため」という一文を入れさせていただいております。頭

にこれを持ってきて、その表現の適正化を図ったということでございます。 

 第４の財務内容の改善に関する事項でございますが、中期目標につきましては前回同様

でございます。「収益改善・経費節減等に関する具体的な計画を策定の上、累積欠損金の解

消に向け、当該計画を着実に実行する」ということとなってございます。 

 これを受けた中期計画の部分でございますが、予算、収支計画及び資金計画の欄は、前
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回は検討中で、空欄で出させていただいておりますけれども、今回、これを記載させてい

ただいております。 

 まず、最初に財務内容の改善という（１）という項目を立てまして、「財務の健全化を図

るため、以下の内容を含む収益改善・経費節減等に関する具体的な計画を策定の上、累積

欠損金の解消に向け、当該計画を着実に実行する」こととしてございます。 

 その中で、数値目標ということもございまして、①といたしまして、保証業務について

は、当然のことではございますが、十分な返済能力が見込まれる者を対象に保証を行うこ

ととし、さらに審査の厳格化、金融機関との責任分担、期中管理の徹底、求償権の回収に

努め、奄美基金が保証している債務に関するリスク管理債権割合について、２９.６％以下

に抑制するということといたしております。この２９.６％は平成１５年度実績ということ

でございまして、現状以下に抑制するという計画を立てたということでございます。 

 ちなみに、このリスク管理債権割合につきまして、計画に記載いたしましたのは財政融

資を受けております他の独立行政法人で、やはりリスク管理債権割合についての計画を設

けている事例があるということ、さらにここに書きました審査の厳格化や期中管理の徹底、

求償権の回収等の奄美基金の努力自体がこのリスク管理債権割合に反映される指標である

ということ。あるいは、リスク管理債権そのものが銀行法で公表が義務づけられているこ

ともございまして、各金融機関で公表されているということで、非常にわかりやすい、な

じみのある指標ということもございます。こういうことも踏まえまして、これにつきまし

ての計画を策定するということといたしております。 

 また、融資業務につきましても同様でございますが、当然、「十分な返済能力が見込まれ

る者を対象に貸し付けを行うこととし、審査の厳格化、金融機関との責任分担、期中管理

の徹底、延滞債権の回収等に努め、奄美基金が保有するリスク管理債権割合について、現

状以下に抑制する」こととしてございます。 

 この中で、保証と融資に共通しますが、金融機関との責任分担という表現をいたしてお

りますが、これはある意味、一方的にリスクを奄美基金が負うことのないように、例えば

保証をつけるに当たっては、一部は金融機関のプロパーが融資をして、それとあわせる形

で保証つきの融資を行うというような形で、金融機関との責任分担を図るということでご

ざいます。 

 また、③といたしまして、これに加えまして余裕金の運用に関することでございますが、

従来は定期預金中心であったということがございます。この低金利時代でなかなか運用益
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も上がりにくいということもございますので、当然、リスク面には十分注意するというこ

とでございますが、最も収益性が見込まれる手法による運用に努めるということを書き込

ませていただいております。具体的には、国債等による運用ということを念頭に置いてご

ざいます。 

 以下、（２）、（３）、（４）のところで、予算、収支計画、資金計画がございます。これは

別表になってございますので、後でご説明いたします。 

 それ以下の項目でございますが、まず短期借入金の限度額が中期計画の第４というとこ

ろでございます。これは中期計画に定められた範囲内であれば、短期借入金につきまして

は特に認可等不要ということになってございます。この５.１億円というのを入れてござい

ますが、これは過去５年の一番多かった数値ということでございまして、今後の業務等を

考えまして、これだけあれば短期資金としては十分であろうということで、この５.１億円

という数字を今回、入れさせていただいてございます。それ以下につきましては、それぞ

れ中期目標、中期計画とも変更・修正等をした点はございません。 

 次の７ページに、予算、収支計画、資金計画のそれぞれの別表をつけてございます。 

 ８ページ、９ページにはそれを保証勘定と融資勘定にそれぞれ分けたものが記載してご

ざいますが、予算につきましては、収支見込みの５年間の累積額、収支計画につきまして

は損益計算の見込みの５年間の累積、資金計画についてはキャッシュフロー計算の５年間

の見込みとご理解いただければと思います。 

 それぞれの数値につきましては、前提条件といたしまして、まず各年度の新規保証の承

諾額、あるいは融資の貸付額につきましては最近の実績等を踏まえました必要額というこ

とで、今年度の計画額でもございます保証５０億、融資２５億、これを５年間、平成２０

年度まで維持するという前提でございます。 

 また、その他につきましては、一般管理費につきましては、中期目標に沿いまして平成

２０年度に一般管理費が１３％減となるように低減させていくという前提にいたしており

ます。また、借入金の利率や保証料率、貸付金利等につきましては現状のものを平成２０

年度までそのままという形の前提で試算した数値でつくってございます。その他の数値に

つきましては、今までの過去の実績値等をベースにいたしまして、今後、可能と考えられ

ます奄美基金の経営努力等を加味した上で推計した数字となってございます。 

 ちなみに、この収支計画の利益の欄を見ていただくとわかりますように、５年間で約７

億３,０００万円の利益を確保するという形になってございまして、これをもって累積欠損
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金解消に向けた努力を行うという形での収支計画になってございます。 

 以下、資料１－２と１－３は今、お示ししました中期目標、中期計画、それぞれ修正い

たしたものを清書する形でおつけしたもので、こちらが最終的には本体という形になりま

す。中期目標と中期計画のご説明としては以上でございます。 

【高橋分科会長】  ありがとうございました。ただいまの説明につきまして、ご質問、

ご意見はいかがでございましょうか。 

【来生分科会長代理】  １つ確認なのですが。資料１－１の２ページの一般管理費の削

減のところの、「以下の措置を講ずること等により」というのは削るとなっているのですが、

これは削るのでいいのですか。次のページの頭に、２つ具体の措置が書かれていて、あっ

てもいいような気もするのですが。いや、削ってはいけないという話では全然ないのです

けれども、何で削るのだろうというのも、ちょっとあってもいいのかなという気も、つま

らないことなのですが。 

【内田特別地域振興課長】  申しわけありません。単純なミスで、これは、そのまま生

かしていただいて結構でございます。 

【高橋分科会長】  そのほかに。 

 日向野先生、高田先生、いかかでございますか。 

【高田委員】 特にございません。 

【高橋分科会長】  後先生。 

【後委員】  随分、いろいろ説明していただいていますので、もう。 

【高橋分科会長】  よろしゅうございますか。 

 それでは、重信委員が先ほどご紹介がありましたように、台風の関係でご出席いただい

ていないわけですが、それについてのご意見をまとめていただいておりますので、内田課

長のほうからお願いします。 

【内田特別地域振興課長】  ご欠席の重信委員からコメントのような形でいただいてい

ますので、ご紹介だけさせていただきたいと思います。 

 台風１６号に続いて、今１８号と向き合っております。自然の脅威を思い知らされた台

風です。出席がかなわず残念ですが、皆様方によろしくお伝えくださいということを、ま

ず伝えてほしいということでいただいております。 

 中期目標、中期計画につきましてのことでございますけれども、まず１点といたしまし

て融資業務について、……、大変失礼いたしました。これは業務方法書の関係でございま



 -8-

すので、後でまたご紹介させていただきます。 

 累積欠損金の解消に向けた実行計画につきまして、累積欠損金の解消を考えると、十分

な返済が見込まれるものを対象とすることは当然だが、奄美基金の役割は零細事業者の自

立の可能性を見出し、自立へ導くことだと思う。審査の厳格化、債権回収の徹底も当然の

活動だと思うが、事業者の自立支援の手立てとして事業者への経営改善等の指導を奄美基

金のサービス業務とすることが必要なのではないか。結果として、事業者の負債を抑え、

累積欠損金の解消につながると思う。地域密着型の金融機関として検討してほしいという

ご要望をいただいてございます。 

 この点につきましては、期中管理の徹底等もございます。この期中管理の中で、当然、

債務者等の経営も考えていくと。また、金融機関とも連携しつつ、不良債権の健全化とい

うのも１つの大きな役割だと思いますので、そういう中で実行していけるものだと考えて

ございます。 

 以上でございます。 

【高橋分科会長】  どうもありがとうございました。ほかにございませんでしょうか。 

 それでは、次に議事の（２）の業務方法書（案）、議事（３）の役員に対する報酬等の支

給基準（案）、及び議事（４）の償還計画（案）についてご説明をいただきたいと思います。 

【内田特別地域振興課長】  先ほどの来生委員からご指摘いただいた点、正確に申し上

げたいと思います。前回、高橋分科会長からやはりご指摘をいただいたところでございま

して、今の中期計画の２にある一般管理費の削減でございますが、「一般管理費について、

以下の措置を講じる等により」は、これは削除していただきまして、「中期目標期間の最後

の事業年度において、特殊法人等の最終年度費比で１３％以上に相当する額を削減するた

め、以下の措置を講ずる」という形の表現でございます。 

これは直し忘れで、大変申しわけございませんでした。 

【梶原審議官】  資料１－３の本体のほうは既に直しておりますので。 

【内田特別地域振興課長】  本体のほうはそう直ってございます。大変申しわけござい

ません。 

【高橋分科会長】  よろしいでしょうか。「一般管理費について、中期目標期間の最後の

事業年度において、特殊法人の最終年度、平成１５年度比で１３％以上に相当する額を削

減するために、以下の処置を講ずるものとする。給与、諸手当の見直し、物件費の抑制と

効果的な運用等」とこういう形になりますが、よろしゅうございましょうか。 
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 それでは、次の議題に移りたいと思います。内田課長、ご説明をお願いします。 

【内田特別地域振興課長】  では、次の議題でございますが。次に、議事の（２）の業

務方法書（案）、議事（３）の役員に対する報酬等の支給基準（案）、及び議事（４）の償

還計画（案）につきまして、ご説明いたします。 

 まず、業務方法書でございますが、資料２－１をごらんいただきたいと思います。まず、

業務方法書の考え方が書いてございますが、これは独立行政法人通則法に基づきまして、

独立行政法人が業務の開始に当たって作成をするものでございます。これは主務大臣の認

可が必要でございまして、その認可に当たって評価委員会の意見をお聞きすることとなっ

てございます。独立行政法人はこの認可を受けた後、遅滞なくこれを公表するということ

となってございまして、その業務方法書は独立行政法人の適正な業務運営に資するために

独立行政法人が業務を実施する際に必要な基本事項を定めるものでございます。 

 この奄美群島振興開発奄美基金業務方法書の内容でございますが、２に書いてございま

すように、まず内容といたしまして、これは主務省令で「各業務の実施方針に係る基本的

事項」及び「業務委託の基準」「競争入札その他の契約に関する基本的事項」、現在作業中

でございますが、これを規定することといたしております。また、附則におきまして、平

成１７年度末までの特例でございます出資業務について、規定いたしてございます。 

 全体の流れでございますが、第１章といたしましては、総則ということで、奄美基金の

目的でありますとか、業務の範囲、運営上の留意を記載してございます。第２章といたし

ましては、保証業務に関しまして、それぞれの限度額、保証料、求償権の償却、あるいは

債務保証損失引当金等につきまして記載してございます。第３章といたしましては、融資

業務に関しまして、限度額、貸付条件、貸付金の償却等について記載してございます。第

４章といたしましては、業務委託の基準ということで、対象、委託契約について記載して

ございます。第５章につきましては、競争入札その他の契約に関する基本的事項というこ

とで契約について記載してございます。また、附則につきましては、１７年度までの措置

でございます出資業務について記載しているということでございます。 

 今回の業務方法書の基本的な考え方でございますが、独立行政法人制度という制度その

ものが国による事前関与や統制を極力排除し、事後チェックへの移行を図って、弾力的、

効率的で透明性の高い運営を行う、これを基本としていたしております。これを受けまし

て、認可対象であります業務方法書につきましては、当然に、これは変更をする場合にも

認可が必要となりまして、独立行政法人の評価委員会のご意見もいただくということにな
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りますので、全体を通しまして国の立場から見て関与が必要と考えられる必要最小限の事

項のみ具体的に記載することといたしまして、それ以外の個々の業務におきます具体的な

運営方法等は基本ルールを記述するにとどめて、奄美基金の理事長が定めるという形にい

たしてございます。 

 ただ、それらの事項はいずれにしても、事後評価の対象ということになりまして、当 

評価委員会を含めた事後チェックを受けるという形になります。それ以外は、基本的には

従来からも業務方法書というのはございますので、その業務方法書をベースにこの考え方

でそれぞれの項目について検討して、記載したものでございます。 

 資料２－２が業務方法書そのものでございます。この第１条は目的が書いてございます。

第２条は業務の範囲でございまして、当然のことでございますが、法律で定められた業務

を行うということを記載してございます。 

 若干、奄美基金で特徴的でございますのは、第３条の事業運営上の留意というところで

ございまして、奄美基金の目的、役割等を受けまして、「奄美基金は、その業務を行うに当

たっては、法に基づく奄美群島振興開発計画その他奄美群島における政府の諸施策に即応

し、関係行政機関との連絡を密にするとともに、銀行その他の金融機関及び信用保証協会

と競合しないように留意するものとする」という一文を入れてございます。 

 次に、第２章の保証業務、第４条の最初のところでございますが、奄美基金の保証債務

額の最高限度額について記載してございます。これは、いわゆる保証基金というものの何

倍まで保証を実行できるかということでございますが、従来の奄美基金の業務方法書では

これを１８倍としてございました。ですが、信用保証協会が大体１０倍から２０倍の範囲

内で、その財務状況等において定めるとされていること。あるいは、保証業務につきまし

ては、特殊法人の整理、合理化計画等のご指摘を受けまして、既に業務量をある程度、縮

減させているということを踏まえまして、また今後の必要量等も考えまして、これを資金

の１５倍ということで引き下げさせていただいております。この第４条の２項以下は、い

わゆる保証基金の考え方を記載した部分でございます。 

 次に、第５条でございますが、保証金額の最高限度について定めてございます。ただ、

これも従来、現行は原則として２億円ということが業務方法書上も規定されてございまし

た。ただ、この点は先ほどの趣旨に沿いまして、奄美基金の理事長が定めるものとすると

いうことにいたしてございます。 

 次の、第６条の保証料等につきましても、例えば保証料につきましては現行の業務方法
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書では１.３５％以下にするということで、具体的な数値を書き込んでございました。ただ、

今回は先ほどの趣旨に沿いまして、その決定に当たって勘案をすべき要素、奄美群島内に

おける経済情勢でありますとか、他の保証機関の保証料率、その他事由という勘案要素を

記載した上で、奄美基金の理事長が定めるものとするということといたしてございます。 

 第７条の保証債務の履行につきまして、これはどのような場合に保証債務を履行するこ

とができるかという規定でございますが、この部分は非常に重要な部分だということで、

現在の業務方法書と同様の記載ぶりにいたしてございます。 

 第８条の求償権の償却の部分でございます。現在の業務方法書では特殊法人ということ

もございまして、代位弁済後、４事業年度で引当金に繰り入れするということでございま

した。ただ、独立行政法人化し、企業会計に移行することに伴いまして、債権の状態を勘

案して、必要と認める金額を引当金勘定に繰り入れるという形に変えてございます。 

 また、第９条の債務保証損失引当金の部分でございます。現在は特殊法人会計というこ

ともございまして、一定率の繰り入れの形をしておりましたが、これにつきましても企業

会計原則へ移行するということで、保証債務の状態を勘案して必要と認める額を引当勘定

に繰り入れるということにいたしております。また、従来、洗替方式でありました繰入方

式を差額繰入方式に改めてございます。 

 第１０条は金融機関の範囲でございますが、これは保証対象となる金融機関の範囲を記

載したものでございます。これは従来と変更はございません。法人等が独立行政法人化し

たことによって、名称が変更したものがございますので、その点の修正だけをいたしてご

ざいます。 

 第３章の融資業務でございますが、こちらも同じような規定ぶりとなってございます。

まず、融資金額の最高限度につきまして、これは従来はメニューごとに業務方法書上で規

定してございました。これにつきましても、奄美基金の理事長が定めるものといたしてご

ざいます。 

 貸付条件、第１２条でございますけれども、貸付金の種類と貸付対象事業及び貸付けの

相手方につきましては、これは従前どおり別表の形で具体的に記載することといたしまし

た。メニューといいますのは、奄美群島振興開発計画に基づく事業に対しての融資という

ことで、奄美基金の本来業務を明確にさせる上でもこれを残したということでございます。 

 ただ、その他のメニューごとの利率、あるいは償還期限、償還方法及び貸付金額の限度

等につきましては、奄美基金の理事長に勘案要素を示した上で、ゆだねる形で規定ぶりを
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変更してございます。 

 最後に、貸付金額の限度につきまして、１億円以内という記載がございます。これは法

律上、告示の資金を融資するという規定ぶりがございます。この意味を明確にする意味で、

１億円以内ということをここに書かせていただいております。 

 また、貸付金の償却が第１３条にございます。これは現行法でございますと、個別に主

務官庁の承認をとって償却をしていたということでございますが、回収不能と認められる

ものについては貸倒引当金を取り崩して償却するものとする、ということで個別の主務官

庁の承認ということにはいたしてございません。ただ、財務諸表等が独立行政法人通則法

によりまして、主務大臣の承認が必要ということになっておりますので、そちらでチェッ

クされるということになります。 

 第４章は業務委託の基準でございます。業務委託につきましては、奄美群島振興開発特

別措置法の中で、「業務方法書で定めるところにより委託することができる」という規定ぶ

りになってございます。これを受けまして、ここで規定するものでございまして、それぞ

れの法律で定められた委託できる事項につきまして、できる場合、抽象的でございますが、

記載したものでございます。また、当然のことではございますが、「奄美基金の委託先の選

定にあたっては、受託者の奄美基金の業務に関する知見及び受託業務の習熟の程度を勘案

しつつ、委託費のコスト低減に十分に配慮するものとする」というものを記載してござい

ます。 

 次に、第５章の競争入札その他の契約に関する基本的事項でございますが、この事項は

独立行政法人すべてに共通で置かれているものでございまして、競争方式を原則として、

公正で合理的、経済的な運用を行うものとするということにしてございます。 

 奄美基金という業務の性格上、あまり大きなこういう契約事項はないかと思いますが、

共通事項ということで、このようなことにいたしております。また、１６条で、そのほか

の事項につきましては、細則で定めるものといたしております。 

 附則でございますが、附則で先ほど申しましたように、平成１７年度まで継続する出資

業務につきましての業務方法書を記載してございます。出資業務の記載ぶりにつきまして

は、基本的には現在の業務方法書をそのまま移行する形で平成１８年３月３１日まで実施

する形で記載したものでございます。 

 以下、その各貸付金のメニューの表はずっと続くことになります。業務方法書につきま

しては以上でございます。 
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 引き続きまして、役員給与規程につきましてご説明したいと思います。資料３－１をご

らんいただきたいと思います。役員給与等につきましては、独立行政法人通則法第６２条

で準用いたします同第５２条におきまして、報酬及び退職手当の支給の基準を定めて、主

務大臣に独立行政法人は届け出た上で、公表することとされてございます。また、同第５

３条で主務大臣は届け出を受けた場合、これを評価委員会に通知して、その基準が社会一

般の情勢に適合したものであるかどうかについて、主務大臣に意見を申し出るということ

とされているものでございます。これを受けて、今回、お諮りするものでございます。 

 給与規程の概要でございますけれども、第１の給与の種類でございますが、役員の給与

につきましては常勤役員につきまして俸給及び特別手当、非常勤役員につきましては非常

勤役員手当といたしてございます。 

 第２のところでございますが、常勤役員の給与、俸給でございます。理事長につきまし

ては、月額６９万７,０００円、理事につきましては月額５６万９,０００円としてござい

ます。これは現在の特殊法人であります奄美基金の月額、それぞれ７７万５,０００円、６

３万３,０００円と比較しまして約１割、減額した形といたしております。その理由は、周

辺の自治体、あるいは金融機関等の情勢も見まして、周辺の自治体では既に市長等も給与

のある程度のカットをしているという実態もございます。また、中期目標で立てました一

般管理費の１３％削減という目標を達成する上でもこれぐらいの削減は必要だということ

がございますので、このような額とさせていただいてございます。 

 特別手当につきましては、これは国家公務員の指定職職員の準じたものでございまして、

その計算方式はこちらの点線の四角の中に記載しているとおりでございます。この考え方

はすべての独立行政法人に共通してございます。ただ、独立行政法人として特殊な部分と

いたしましては、評価支給割合、＊５というところでございますが、これがかかっている

ところでございまして、「評価委員会が行います各事業年度における業務の実績に関する

評価の結果を勘案の上、当該役員の勤務実績に応じて、理事長がこれを増額し、又は減額

することができる」ということといたしております。 

 この役員給与につきましては、俸給月額で約１割の削減をいたしておりますが、このほ

かに、いわゆる手当て、特殊勤務手当のようなものも従来ついておりました。これを削減

することといたしておりまして、全体といたしましては年収ベースで１７％以上の給与の

削減をいたす結果となります。 

 また、３の非常勤役員（監事）の給与でございますが、非常勤役員手当につきましては
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日額制といたしまして、２万円といたしております。現行は、非常勤監事であり、兼務と

いうこともありまして、無報酬でやっていただいておりますが、今後２名の監事を任命す

るといこともございます。ただ、一方で大変小さな組織ということもございますので、月

額制にするのもいかがかということで、他の独立行政法人にも例がございましたので、こ

の日額制を採用させていただいたわけでございます。 

 また、４の経過措置でございますが、これは旧奄美基金の常勤役員が引き続いて新たな

独立行政法人の奄美基金の常勤役員に任命された場合は、その者の在職期間の算定につい

て通算するという規定を置いてございます。 

 続きまして、次のページに退職手当支給規定（案）の概要につきまして記載してござい

ます。まず、１の退職手当につきましては、退職し、解任され、または死亡したときに支

給することといたしてございます。 

 また、退職手当の額の考え方につきましては、すべて他の独立行政法人と同じでござい

ます。この点線の四角で囲みました計算式に従いまして計算するということでございます。

この独立行政法人として特徴的でございますのは、この業績勘案率というところでござい

まして、この評価委員会がそれぞれ０から２の範囲内で業績に応じて決定することとされ

てございます。これは平成１５年１２月の閣議決定で、このような業績勘案率を盛り込む

ことを各独立行政法人に要請するということが政府で決定されてございますので、これを

受け、入れているものでございます。 

 また、経過措置といたしまして、旧奄美基金を退職した役員に対する退職手当の支給に

つきましては、従前の例によることといたしております。これは、例えば発足時に退職い

たしましたら、その後に支払うということもございますので、そちらの関係でございます。

また、（２）で旧奄美基金の役員から引き続き新たな独立行政法人たる奄美基金の役員に任

命された再任役員の在職期間の算定につきまして、経過措置等の規定を置いてございます。

それぞれの規定の中身は資料３－２と３－３で記載してございます。給与の月額等以外は

基本的には他の独立行政法人と並びの形で整理しているところでございます。 

 例えば、給与規程第７条第３項で、特別手当の評価支給割合のことを記載してございま

すし、また退職手当規程では、第３条の退職手当の額のところで業績勘案率について規定

してございます。その他の詳細につきましてはごらんいただければと思います。 

 最後に、資料４でございます。独立行政法人奄美群島振興開発奄美基金の償還計画の案

をつけてございます。独立行政法人につきましては、独立行政法人通則法に基づき、各年
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度の長期借入金と償還計画につきまして、それぞれご意見をいただくことになってござい

ますが、たまたま１６年度につきましては奄美基金は長期借入金の借入はないということ

もございますので、この償還計画のみにつきましてご提示しているものでございます。 

 また、この償還計画は最初にも申しましたけれども、奄美基金の場合、長期借入金が特

別転貸債という財政融資資金のみでやっておりますので、特にその償還方法等につきまし

て、何か工夫の余地があるというわけではございません。あらかじめ定められた約定どお

り返済するということで、その計算した結果がここに記載してございます平成１６年度の

償還計画額ということになり、４億４,０９７万１,０００円の額ということとなってござ

います。これは結果的にこういう形にならざるを得ないというものでございますので、ご

理解を賜りたいと思います。 

 資料のご説明は以上でございます。 

【高橋分科会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまのご説明につきましてご質問、ご意見、ございますでしょうか。は

い、どうぞ。 

【日向野委員】  資料２－２の最初のページですね。第３条の３行目に、「関係行政機関

との連絡を密とするともに、銀行その他の金融機関及び信用保証協会と競合しないように」

という、この競合しないようにというのは、いわゆる民業を圧迫しないようにというご趣

旨ですか。 

【内田特別地域振興課長】  もともとこの奄美基金の目的は民間金融を補完、奨励する

ということが目的でございますので、民業を圧迫するということはやはり本来目的に反す

るということで、こういう趣旨で書き込んでいるものでございます。 

【日向野委員】  趣旨は賛成なのですけれども、競合しないようにというふうに書いて

しまうと、何か縛りが強過ぎるようなことがあるかなと、ちょっと心配なのですが。つま

り、競合といいますか、競合したほうがいい場合というのがあるかもしれません。ですか

ら、関係に配慮ぐらいのほうが安全かなという気がしたのですが、いかがでしょうか。あ

んまりこだわりませんけれども、ちょっと今のではきついかなと。 

【内田特別地域振興課長】  実は、この規定ぶりは現在の業務方法書の書きぶりと全く

同じ書きぶりをしてございまして、ここを変更いたしますと、民間金融との関係を変える

のだろうかということもあろうかと思いますので、少なくとも従前からの考え方と同様と

いう意味では、こういう記載ぶりにさせていただければと思います。 
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【日向野委員】  はい、わかりました。もう１点、よろしいですか。今、資料４につい

てもよろしいですかね。４はこれからでしたっけ。４でもよろしいですか。４の参考１と

いう、償還金額内訳表なのですが、この４列目に、利率と書いてあるのは、これはいわゆ

るクーポンレートのことでしょうか。それとも金利のことでしょうか。 

【内田特別地域振興課長】  これは財投金利です。 

【日向野委員】  財投金利そのものですか。 

【内田特別地域振興課長】  はい。 

【日向野委員】  財投金利そのものを利率というふうに表記するのは一般的でしたっけ。

民間では、利率というふうにいうと、クーポンレートのことを指すことが多いですよね。

それはほかの政府金融機関をご参照されたものですか。 

【内田特別地域振興課長】  表現ぶりを研究させていただいて、今後、考えさせていた

だきたいと思います。 

【高橋分科会長】  これは、利率の部分について適切な表記を行うということでよろし

ゅうございますか。この利率の部分について、適切な表記をお願いするということです。 

【内田特別地域振興課長】  利率という表現の仕方についてですね。 

【高橋分科会長】  はい。 

【高田委員】  ２点ほどお願いします。資料２－２の第１４条では、債権回収につきサ

ービサーを活用することを前提に書かれた記載かと思われますが、これと資料１－１の総

括評価、あるいは保証勘定、どこでも構わないのですが、収支計画、あるいは予算、ある

いは資金計画、これにどのように反映されているのかなということがございます。具体的

には、回収の予定とか、あるいはサービサーにお願いすれば費用もかかるであろうと。そ

こら辺が予算、収支計画、資金計画にどのように反映されているのかが１点。 

 もう１点は、資料４と今の収支計画との関係でございます。長期借入金、これが多分資

金計画のところで言いますと、財務活動による収入のところに反映されていると思うので

すが、１６年度はたまたまゼロとのことでありますが、それ以降、３年半でもって別表３、

資金計画のところの収入をクリアすることになるのであれば、かなり思い切ったことにな

るのかなと。短期も入っているのでしょうけれども、この資金の調達のところは。そこら

辺については概要で結構でございます。これはテクニカルなことなので、あまり細かいこ

とは結構でございますので、ご教示いただければと思います。 

【内田特別地域振興課長】  後のほうから申し上げますが、まず中期計画の予算の中で



 -17-

は、長期借入金は１７年度以降、１５億円を予定してございます。それ以外の短期借入金

も含めてこの財務活動による収入というところの記載でございます。 

 第１点目の、いわゆる業務委託の関係でございますが、当然、業務委託を行えばその費

用がかかるわけでございまして、その必要は計上する場合には、一般管理費の中に入るわ

けでございます。ただ、現状として、まだその業務委託等を実施しておりませんので、今

後、いろいろ検討しながら考えていこうと、気にはいたしているところでございます。こ

の５年分の予算、収支計画等につきましては、現状ベースにした試算ということもござい

ますので、そういった費用は具体的には盛り込んだ形では入れ込んでございません。 

【高田委員】  ありがとうございます。 

【高橋分科会長】  よろしゅうございますか。 

 はい、どうぞ。 

【日向野委員】  関連して。私、気がつきませんで、サービサーの利用を前提にされて

いるというふうにおっしゃいましたけれども、それはどこに反映されていますか。 

【高田委員】  資料２－２の第１４条……、私の解釈が間違えているのかもしれません。

１４条を見ますと……。 

【日向野委員】  わかりました。 

【高橋分科会長】  よろしゅうございますか。はい、どうぞ。 

【日向野委員】  債権回収会社というのは、サービサーですか。 

【高田委員】  私の日本語が間違えて……、横文字が間違えているかもしれません。 

【日向野委員】  ああ、そうですか。 

【高田委員】  債権回収を業務委託すると書いてあるものを、一般的な……。 

【日向野委員】  取り立てですか。 

【高田委員】  ええ、そうですね。取り立てでございます。 

【日向野委員】  取り立て代行ということですね。根っこから買い取るということでは

なくて。 

【高田委員】  多分、買い取りではなくて、ここの場合には譲渡しますと、入札とかと

いう問題が出てくるので、おそらくは回収の委託だけを考えておられる。つまり、債権者

たる地位自体は奄美基金に残っていて、それの回収についての委託を前提とした書きぶり

かと思ったのですが、あまり詳しく調べていなかったものですから、一般的な用語でサー

ビサーという言葉でもって説明というか、ご質問をさせていただいた次第でございます。
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すみません、厳密さを欠いておりました。 

【内田特別地域振興課長】  法律で委託できるという規定がございまして、第１８条な

のでございますけれども、このうちで、「奄美基金は業務方法書で定めることによりまして、

債権の回収にかかるものにあっては政令で定める金融機関及び債権管理回収業に関する特

別措置法第２条第３項に規定する債権回収会社に委託することができる」という規定ぶり

になってございます。これを受けたものでございます。 

【高橋分科会長】  よろしゅうございますか。 

 それでは、後委員。 

【後委員】  それでは、確認だけさせてください。ほかの独立行政法人でラスパイレス

指数との関係でうちはこうですというご報告がよくあるのですが、こちらはではどういう

ふうになっておりますか。 

【内田特別地域振興課長】  役員報酬等につきましては、今後、実績ベースで公表する

ということになろうかと思います。現状のライパイレス指数というのは出していないよう

でございますので、またご意見を伺いながら、そういうものを出したいと思います。 

【後委員】  結構です。研究機関等ですと、いい人材を集めるために国家公務員と比べ

て１２０％になっていますというご説明があったものですから、確認させていただきたか

ったということです。以上です。 

【高橋分科会長】  よろしゅうございますか。 

【来生分科会長代理】  ちょっと教えていただきたいのですけれども。別表の考え方な

のですが、別表の１が一般農業振興資金というふうになっています。 

【高橋分科会長】  資料２－２の業務方法書の別表でございますね。 

【来生分科会長代理】  業務方法書の２－２です。それの（５）に台風のことが気にな

ったものですから、災害復旧とあるのですけれども、同じような第一次産業の、水産業の

ほうを見ると、水産業振興資金のほうは、こっちには災害復旧と入っていないのですよね。

何で、農業は災害復旧があるのに水産業は災害復旧がないのかなと気になりまして。別表

４と別表１です。水産業も台風の影響を受けて船が壊れたりするのではないかという気も

しないでもないものですから、何で農業だけが災害復旧してあげるのだろうと。歴史的な

経緯か何かがあるのですかね、農業だけ入っているというのは。 

【内田特別地域振興課長】  申しわけございません。ちょっと調べてまたお答えさせて

いただきたいと思います。 
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【来生分科会長代理】  すみません。何かつまらないことですけれども、ちょっと気に

なったものですから。 

【平井主幹】  奄美基金の平井でございます。よろしくお願いします。もともと第一次

産業の中に災害復旧資金という資金がございました。これはもともと農業向けの資金だっ

たと記憶しておりますが、それが後に一般農業振興資金として１つになったというような

経緯だと思っています。 

【来生分科会長代理】  漁業のほうにはなかったということですね。 

【平井主幹】  はい、なかったと思います。 

【来生分科会長代理】  いや、ニーズがなければそれはそれでいいのかもしれないので

すが、何で区別しなければいけないのかというのも、ちょっと。過去の経緯だというのは、

それはそれでわかるのですが、振興にとっては同じように取り扱ってもいいかもしれない

という気がするものですから。多分、こういうのは基本的には過去の経緯で、たまたま偶

然そうなったものがずっとそのまま生きているのでしょうから。いやニーズがなければ特

にどうということはないのですけれども。 

【高橋分科会長】  現場としての今までのそういうニーズについてはどうですか。 

【来生分科会長代理】  対象になっていなければ、だめだということがわかっているか

ら、水産業の人はお願いもしないということなのかもしれないですね。 

【平井主幹】  災害復旧の実績ですけれども、今まで１９０万円の実績しかございませ

ん。あまり使われておりませんで、あとのメニューで対応できるものと思っております。 

【高橋分科会長】  ほかにいかがでございましょうか。 

【高田委員】  来生先生のご質問とも関連するような気もするのですが、奄美基金の融

資の対象は全産業ということであるとして、その場合に今はやりのコンテンツビジネスは

ここの資料２－２の別表でいいますと、別表９に該当すると考えてよろしいのでしょうか。

明示的にはアニメーションとか、いろいろなコンテンツビジネスという形では読みづらい

気はするのですが、別表９に含まれると考えてよろしいのでしょうか。それとも、コンテ

ンツビジネスは融資の対象ではないと考えるべきなのでしょうか。全産業と言えば入るの

かなという気もしまして、そこら辺、ご確認させていただきたいと思いまして。 

【内田特別地域振興課長】  コンテンツビジネスそのものの実態をあまり承知していな

いものですから、どういうふうに該当するかということを、なかなか具体的に申し上げる

のは難しいのですが。例えば、この別表９のところであれば、あくまで地域資源や固有の
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技術を活用した事業で、それに要する施設の整備や改善並びに経営安定改善であれば融資

できるということになっています。具体的にどういう企業イメージになるのかわからない

のですが、これに該当するような形の部分であれば、もちろん対象になるということにな

ろうかと思います。それは個別に出てきたときの判断ということになろうかと思います。 

【高田委員】  ありがとうございます。 

【高橋分科会長】  今のコンテンツとの関係で、例えば医療とかその他の高次のサービ

スみたいなものですね。そういったものについてはどう考えたらいいのですかね。やはり、

同じように一般のところに入りますかね。 

【高田委員】  付加価値が高くて、箱物よりは目に見えないものに価値があると。例え

ば、今日本のアニメは世界でかなり外貨を獲得するような立場にもあるわけですが、設備

とか施設の価値よりも、人件費等、あるいは高度の付加価値、高橋先生がおっしゃったよ

うな高度な付加価値部分が多いもの、こういうものに対して融資は明示的にはできないの

かなというような、そこら辺がちょっとわからないものですから、ご意見、あるいはご教

示いただければと思いまして。 

【来生分科会長代理】  ちょっと関連ですが、基本のシステムを教えていただきたいの

ですけれども。この貸し付けの別表というのは、振興開発計画にリンクして、振興開発計

画で何か新しい要素が加わると、この別表も増えるというメカニズムなのですか。それと

も、非常に限定的に書いてあるのはなぜなのかということで、等とか、そういう表現が全

然使われていませんよね、若干はあるのですが。それはあまり弾力的に考えなくてもいい

というのは、計画みたいなものとリンクして、弾力的に考えるときには計画のサイドから

直していって、ここのところが変わっていく。そういうメカニズムだからなのか、それと

もあまりそういうことと関係なしに限定的に考えているのかということを、ちょっと教え

ていただきたいのですけれども。 

【内田特別地域振興課長】  メニューそのものはどちらかといいますと、今までの経緯

等も踏まえております。例えば他の政策金融機関等が実施している融資等も踏まえながら、

できてきたものだと思いますので、計画が変わったことによって、ただちにこのメニュー

が変わるという性格のものではないと思います。あくまでも実態の需要等を勘案して、奄

美基金のほうで新たなメニューが必要だということになれば、その都度、また追加なりし

てきたというものだと思います。 

 多分、一番新しいメニューはそういう意味では、別表９の地域資源等振興資金というこ
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とでございますが、これはかなり広く読めるようになっておりまして、地域資源を活用し

た形であればかなり広い応用範囲があるものとして、平成１２年度にできたメニューでご

ざいます。 

【高橋分科会長】  一般的に言うと、例えばパテントをとるとか、コピーライトをとる

とか、その場合の支援とかというのもあるような感じもしますけれども。ただ、それはそ

れぞれの分野に入るというふうに考えるのですね。特に、そこのことを表記しなくてもい

いのかもしれないし、また来生先生がおっしゃったように、今後、これを柔軟に活用して

いくというようなあれがあれば、特に必要もないと思いますが。 

【来生分科会長代理】  業務方法書……、これから業務方法書で何か限定的に書いてあ

って、弾力的に……、瞬間的に何か奄美基金の性格に合うようなことなのだけれども、業

務方法書には記載されているとはなかなか読みがたいというようなものが出てきたときに、

業務方法書を変えないとできないわけですよね。 

【内田特別地域振興課長】  融資メニューに関してはそういうことになります。 

【来生分科会長代理】  そうですね。ですから、そういうこととの関係で、少し読み方

で若干の膨らみを持たせておく必要があるのかないのか、そういう話だと思うのですけれ

ども。だから、あんまりそういう必要がなければ、特に今までやってきた通りということ

でいいのかもしれないという気もしますが、何か法人化したということで、少し独自の判

断みたいなもので、若干の弾力的な行動ができるようにしておいたほうがいいということ

であるとすれば、今までと同じような記載の仕方でいいのかどうかということが、若干検

討の余地があるのかもしれないという気もいたします。 

【高田委員】  この前、視察で現地を見せていただきまして、そのときに現地の方とお

話しをさせていただきまして、そこでは大島紬とか、ああいうものについてもコンテンツ

というか、ノウハウに近いもの。パターンとか、そういうものがあるであろうと。あとは、

視察とは直接には関係なのですが、歌手の方も輩出された地域ではございますので、コン

テンツというのは有力な産業になり得るであろうと。であるとすると、業務方法書の中に

そういうようなことに融資できるというような規定を設けておいたほうが、弾力的に理事

長の権限でもって融資ができる余地があろうかというような気もしまして、配慮していた

だければありがたいなと思います。 

【内田特別地域振興課長】  融資のメニュー等につきましては、また今後、奄美基金等

でそれぞれ需要を把握しながら検討していくことになろうかと思います。ただ、あくまで
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もこれは政策金融機関という位置づけもございます。全国レベルでのどういう融資がある

かということも１つの判断要素になりますし、なおかつ奄美に限ってそれだけをやる必要

があるという理屈がないと、なかなか他でやっていないものを奄美で実施するということ

に皆さんのご理解が得られるかどうかということもございます。そういうことも踏まえて、

今後、奄美基金でまた新たなメニュー等も考えていくことになろうかと思います。 

【高橋分科会長】  この問題は、こちらの相手方の分類というのは、ある意味では産業

分類という形になっているわけで、そのことについて職業とか、サービスの内容とかとい

うところのご議論でもあるかと思うので、とりあえず産業分類の中でそういったことに関

しても我々はこれを考えていくと、こういう形でいかがでしょうか。 

【高田委員】  結構でございます。 

【高橋分科会長】  とりあえず、第１２条の貸付金の種類、貸付対象事業及び貸付の相

手方は別表１から別表１０までのとおりとするというふうにしていただいた上で、この中

の内容についてはその都度、理事長がお考えになると、こんな感じでいかがでしょうか。 

【高田委員】  結構でございます。ありがとうございます。 

【高橋分科会長】  ほかに。 

【後委員】  どこでお尋ねしたらいいのかなと思いながら、おりまして、きょうは理事

長がご出席くださると思っておりまして、大変僣越ですが、トップとしてどのような経営

姿勢をお持ちかお聞かせ願えるのかなと思って、出席させていただきました。 

 大体こういうような形で次の３月、あるいは１年後、２年後、３年後という形で４年半

の間、これをもとに経営、あるいは運営なさって、そのことにつき評価委員のほうが事後

的に評価させていただくということになるかと思うのです。例えば自主改善努力というの

は後でご報告願えるのでしたでしょうか。事前にこんなことをやりますというのは、盛り

込まなくてもいいのでしょうか。 

【内田特別地域振興課長】  毎年度の事業計画はその年度に届け出があることになって

おりますけれども。 

【後委員】  それでは、今の時点ではこんなふうにやっていきたいというようなことは、

ここには出てこないということですよね。 

【内田特別地域振興課長】  そうですね。 

【後委員】  そのときに、ぜひお願いしたいのですが。半年後、あるいは１年半後に、

これに基づいて年々、評価をさせていただく場合に、何に注目するかということなのです



 -23-

が、今までと違って、例えば毎月１回以上は評価点検チームで頑張るとか、自己評価を頑

張るですとか、いろいろ管理というのでしょうか、強まるような印象を非常に受けており

ますし、実際、この体制で動き出すと当分は２０名か、そこらの方が大変しんどい思いを

されるだろうなというふうに予想がつくのですけれども。 

 そういうときに、例えば奄美群島の自立的な発展に資するという、非常に大きな目標に

対して、奄美基金自体がどうきりきりと効率的に運営するかとか、そういうことにあまり

重きが置かれますと、本来、民間の、例えば通常の金融機関と競合しないでということで、

民業圧迫をしない範囲でどう経済的な、あるいは自律的な発展に資するかということを具

体化しようと思えば、かなり定性的な部分で、むしろ奄美基金の方が率先してかなり自由

な発想で現場の力を引き出すような視点で対応なさらないと、何かちょっと使い勝手の悪

くなった、多少貸し渋りが発生した奄美基金といった感じになるのではないかなと、私は

そういう危惧を持って、この一連の中期目標、中期計画を見ております。だから具体的に

どうしろということではないのですが、そういう意味ではかなりトップの方の姿勢という

か、自分たちはどういう大きな目標のために現場に即して、そこの芽をどう引き出すかと

いうことにお金を使うということの目標にかなり重きを置かないと、自己保存のためにき

りきりと経営するといった形になるのではないかというおそれを抱いております。 

 ですので、そこの２０数名の方が、あるいは研修とかなさって、その部分をどう伸ばし

ていったのか。自動的にお金が来るから漫然とリスキーなところに貸しつけたりするとい

うことではなくて、そこのところがどう変わっていったのかということを、４年半後に見

させていただきたいというふうに思っております。 

 ちょっとまとまりない話ですが、以上でございます。 

【高橋分科会長】  どうもありがとうございます。後委員の今のご意見を平井さん、理

事長にお伝えください。 

【内田特別地域振興課長】  今後の手続もありますので、１点だけ申し上げます。新し

い奄美基金の長となるべき者というのは、今後指名されることになってございまして、現

段階でだれが長になるかというのはまだ明らかになってございません。その後に設立委員

会が設置されてできるということでございますので、その点だけご了承いただきたいと思

います。 

 あと、先生おっしゃったように、この奄美基金というのは前文でも書きましたように、

あくまでも奄美群島振興開発特別措置法という、特別措置法に基づいて奄美群島の振興開
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発のために存在する基金ということでございますので、それをどういう形で評価していく

かというのは、今後もいろんなご意見を伺いながら考えてまいりたいと思っています。 

【高橋分科会長】  私も現場を見せていただきまして、多分、委員の先生方もご同様の

お考えを持ったと思うのですが、大変きめの細かい形で、丁寧なお仕事をなさっていらっ

しゃると思うのですね。ただ、今までの経緯もありますので、若干、貸しっぱなしになっ

ているとか、そういうところもないわけではなかったということで、今回、ちょっと厳し

い感じのものが出ているのは、そのことだというふうに思います。後先生のご指摘はまさ

にこの奄美基金の存在意義にかかわることでございますので、このことを十分心に秘めて

やっていただければありがたいというふうに思います。 

 最後のところですが、ケアレスミスが資料２－２の第６章、雑則のところでございます。

第３条の５行目ですね。第３条の１ですね。平成１６年財務省・国土交通省令第 号、こ

の第何号のところが抜けていますね。 

【内田特別地域振興課長】  これについては、未設定でございます。 

【高橋分科会長】  未設定、はい、わかりました。それから、もう１つ。その次のペー

ジでございまして、第５条四号のところの２行目です。「当該株式を処分することが適当で

あると認めら れる」ときは、このところはちょっとケアレスミスだと思いますので、ご

修正をいただければありがたいということであります。 

 ほかに質問は。はい、どうぞ。 

【日向野委員】  今の後先生のご意見に触発されてなのですが。民間が奄美のどういう

特色に目をつけるかというのは、それこそ民間の創意工夫ですので、奄美の振興という趣

旨に合ってさえすれば、先ほどの産業分類の問題なのでも限定的にとらえるのではなくて、

反対解釈ではなくて、類推解釈でいく方向で考えていただければというふうに思います。 

 以上です。 

【高橋分科会長】  大変貴重なご意見をありがとうございました。若干時間もあります

が、そろそろ取りまとめに入らせていただきたいと思います。 

 本日、議題になりました中期目標（案）、中期計画（案）、並びに業務方法書（案）、そし

て償還計画、ここで言いますと、資料１－３、それから資料２－２でございますね。それ

に資料３－２と３－３、並びに資料４に当たるというふうに考えております。いろいろな

ご意見をいただきまして、ありがとうございました。しかし、特段、修正に至るというご

意見はなかったというふうに理解をしておりまして、原案で了承することにしたいと思い
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ますが、いかがでございましょうか。 

（「異義なし」の声あり） 

【高橋分科会長】  ありがとうございました。ご異義がないようでございますので、当

分科会といたしましては本日、事務局からご説明いただきました中期目標（案）、中期計画

（案）、業務方法書（案）、及び償還計画（案）につきまして、本分科会では原案どおり了

承することにいたしたいと存じております。 

 なお、独立行政法人奄美群島振興開発奄美基金については、国土交通大臣だけではなく

て、財務大臣も主務大臣となっておりますことから、本日の資料につきまして、９月１５

日に予定されております財務省の独立行政法人評価委員会奄美群島振興開発奄美基金部会

でもご意見をいただき、さらにその後、国土交通省の独立行政法人評価委員会運営規則第

６条に基づきまして、国土交通省独立行政法人評価委員会の木村委員長のご同意をいただ

いた上で、国庫大臣としての財務大臣と協議を行うことになっております。 

 仮に、財務省での評価委員会部会、木村委員長の同意または国庫大臣としての財務大臣

との協議の場において、内容に大きな変更を及ぼす等のものではないご意見が出た場合の

修正につきまして、本来であれば再度、この分科会を開催して、ご議論をいただくべきで

ありますけれども、これからのスケジュール、皆様のご多忙のことを考えてみますと、私

に一任させていただければありがたいと思いますが、いかがでございましょうか。 

（「異義なし」の声あり） 

【高橋分科会長】  それでは、本日の議事はこれで終わらせていただきたいと思います。

議事進行につきまして、事務局にお返しをいたしたいと思います。 

【内田特別地域振興課長】  本日は長時間のご審議、まことにありがとうございました。

ここで、竹歳都市地域整備局長から一言、ごあいさつを申し上げます。 

【竹歳都市・地域整備局長】  閉会に当たりまして、一言、御礼を申し上げます。高橋

分科会長をはじめ、先生方には大変ご熱心にご審議をいただきまして、まことにありがと

うございました。中期目標、中期計画を中心といたしまして、業務方法書、役員報酬等に

つきましてご審議をいただきまして、今後、奄美基金が業務を行っていく上で、基本的な

方向を定めていただいたと考えております。 

 これにより、１０月１日より奄美基金は独立行政法人として奄美群島の振興開発に貢献

していくということが期待されているわけでございますが、一方、中期計画のところでご

らんいただきましたように、累積欠損金を抱えております。これを早急に解消していくと
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いうことも大きなテーマでございまして、この両立ということが非常に重要ではないかと

思っております。 

 特に、報酬のところでごらんいただきましたように、ボーナスはこの委員会の業績評価

に基づいて毎事業年度ごと理事長が上げたり下げたりすることができる。それから、何と

退職金はゼロということもありまして、まさに借金は、累積欠損金はなくなったけれども、

何の貢献をしなかったというときに、先生方、どうご判断なさるのかなとか、奄美基金と

しても気を引き締めて、この難しい課題に取り組んでいかなければならないということだ

と思います。 

 今後とも、今申し上げましたように、毎事業年度ごとにまたいろいろご指導をいただく

ということでございますので、今後ともよろしくお願いしたいと思います。本日はありが

とうございました。 

【内田特別地域振興課長】  最後になりますが、本日の審議内容等につきましては、議

事要旨、及び議事録を作成の上、ご出席の委員の皆様にお諮りいたしまして、公表するこ

ととさせていただきたいと存じます。 

 なお、第３回以降の分科会につきましては、独立行政法人設立後の評価となります。次

回につきましては、来年６月下旬ごろの業績評価に関してお集まりいただくことになろう

かと思います。詳細につきましては、別途調整させていただきます。 

 以上をもちまして、第２回国土交通省独立行政法人評価委員会奄美群島振興開発奄美基

金分科会を終了させていただきます。本日はどうもありがとうございました。 

 

── 了 ── 


